
 

平成 31 年１月 28 日  

都 市 整 備 局  

 

平成 31 年度東京都空き家利活用等普及啓発・相談事業の 

事業者を募集します 
 
 

 東京都では、空き家の発生抑制・有効活用・適正管理に関する普及啓発の

取組と、空き家所有者等からの相談に無料で応じるワンストップ相談業務を

一体的に実施する事業を平成 30 年度から行っています。 

平成 31 年度も実施を予定しており、その事業者を募集します。 
 

記 
 

１ 事業内容 

  事業者は、以下の（１）及び（２）の事業を一体的に実施するものと

します。 

（１）普及啓発事業 

・空き家所有者等に空き家の問題について理解を深めてもらうた

め、知識・情報提供を行う事業を実施 

（取組例：セミナー、フォーラムの開催等） 

・必要に応じ、法務や不動産等の専門家や区市町村と連携 

・セミナー等参加者への相談窓口利用の働き掛け 

（２）相談事業 

・空き家の利活用等についての無料のワンストップ相談窓口の設置 

・相談者へ相続や売却、賃貸、管理の情報提供及び収支の試算 

   （子育て支援施設や地域の集会所等の公的な利活用に関する情報を含む） 

・専門家や協力事業者との連携・協力 

・解決策提案後の相談者に対するフォローアップ 

 

２ 事業期間 

平成 31 年４月１日から平成 32 年３月 31 日までの単年度事業 

（なお、平成 32 年度まで、毎年度本事業を実施する予定） 

 

３ 事業者数 

５事業者程度 

 

４ 補助事業者への補助金額 

  １事業者当たり 700 万円 

 

 

 

 

（裏面へつづく） 

【問合せ先】 

都市整備局 住宅政策推進部 住宅施策専門課長 渡辺 美緒 

 電話 03-5320-5028 内線 30-335 

資料１ 



 

５ 応募資格 

空き家の発生抑制・有効活用・適正管理に関係する相談窓口を東京都

内に設置している民間事業者等で、本事業を円滑に行う能力等を有する

こと 

 

６ 事業者の決定方法 

事業者は、１の（１）及び（２）の事業の企画等を提案書により東京

都に提出し、東京都は、提案書等に基づく選定を行い、事業者を決定し

ます。 

 

７ 募集期間 

平成 31 年２月７日（木）から平成 31 年２月 14 日（木）まで 

  ※ 応募についての詳細は、別紙の事業者募集要項及び補助金交付要綱をご覧ください。 

  ※ 事業の概要及び事業者募集要項等は、「東京都都市整備局ホームページ」に掲載します。 

 

http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/juutaku_seisaku/akiya_hukyu

_soudan_h31boshu.html 

 

８ その他 

・本公募は、平成 31 年度予算によるものであり、平成 31 年度予算成立 

が事業実施の前提となります。 

・本事業は、平成 31 年度予算が平成 31 年３月 31 日までに成立した場合 

において、平成 31 年４月１日から行うものとします。 

 

 

■事業イメージ図 
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